
○　主文
原判決を取消す。
被控訴人らの請求をいずれも棄却する。
訴訟費用は、第一、二審とも被控訴人らの負担とする。
○　事実
控訴人指定代理人は主文と同旨の判決を求め、被控訴人ら訴訟代理人は控訴棄却の
判決を求めた。
当事者双方の事実上の主張及び証拠の関係は、次のとおり付加するほか、原判決事
実摘示のとおりであるから、これを引用する。
（控訴人の主張）
一　本件相続の対象及びその評価について
仮に、東京都練馬区＜地名略＞所在の土地（以下、本件土地という。）の売買契約
が所有権留保の特約付であつたとしても、被控訴人らの相続財産となるものは、本
件土地（所有権）自体であるとみるべきではなく、被控訴人らの被相続人亡Ａが生
前に締結した売買契約によつて留保された土地所有権（土地に対する現実の占有支
配、使用収益を全く伴わない単なる観念的所有権）と右契約上のその余の権利義務
が一体不可分となつて結合しているものとみるべきである。換言すれば、被控訴人
らが相続によつて承継取得したものは、本件土地に関する所有権留保付売買契約上
の売主としての地位ないし権利義務そのものである。これを資産性の面に即してい
えば、所有権留保によつて担保された売買代金債権（手付、内金等の既収金を含
む。）ということになる。そして、このような留保された土地所有権と一体不可分
の関係にある売買契約上の売主としての地位の評価については、相続税財産評価に
関する基本通達の評価基準に定める路線価額によるべきではなく、本件売買の契約
価額によるべきである。すなわち、
１　本件のように、亡Ａがその生前すでに本件土地について売買契約を締結し、同
契約に定められた売買代金額が通常成立する取引価額として客観的に相当な額の範
囲内のものであり、しかも右契約時と極めて近接した時点において相続が開始して
いるにもかかわらず、所有権留保の特約の存在により、相続の対象たる遺産が土地
自体であるということから、その時価を当該売買価額ではなく、あえてこれより遥
かに低額の路線価額であるとするのは、極めて常識に反し不合理である。
そもそも、前記通達に定める評価基準は、相続が開始した場合における一般的な評
価基準を定めたものであつて、本件のように、土地について現に客観的に相当な額
の対価を定めた売買契約が有効に存在し、相続によつて当該契約上の地位を承継す
る場合には、右評価基準を適用する余地は全くない。
２　また、土地について被相続人がその生前すでに売買契約を有効に成立させてい
る場合の相続は、このような契約の全く存しない土地の相続の場合と異なり、相続
人は相続に伴い、当該土地にいわば一体不可分の関係で付着している売買契約上の
当事者としての地位をも併せ承継取得しているのであるから、相続にかかるこの契
約上の地位を相続財産としての面から評価するに当つては、当該契約価額（代金債
権）をもつてするのが最も適切である。
３　本件において、被控訴人らは遺産分割において本件土地を各自の相続分に応じ
て分割し、既収の売買代金一、六〇〇万円を前渡金であるとして、その返還債務を
被控訴人の一人であるＢが負担する旨の協議が成立したと称し、これを前提とし
て、本件相続に関する相続税の申告をしている。しかし、実際には、被控訴人らは
本件土地について何ら現物分割をしたわけでもなく、また亡Ａの受領した右既収代
金についてこれを前渡金債務として買主側からその返還を求められたり、あるいは
進んでその返還をしたという事実も全くなく、むしろ被控訴人らは、相続後単に亡
Ａの締結した本件売買契約に基づいて当該売買代金の全額を相互間で分配（亡Ａの
取得した手付・内金の合計額一、六〇〇万円については、遺産分割によつて相続人
各自の取得した預金等の相続財産の中に混在して、現在ではその分配割合は不明で
あるが、残代金相当額二、九三九万七、〇〇〇円については各自の相続分割合にお
いて分配）したにすぎないのである。すなわち、本件相続は昭和四七年一一月二五
日に開始したものであるが、被控訴人らは、翌月一五日には残代金の全額を受領し
（契約上は相続開始わずか五日後の一一月三〇日に受領する予定になつていたとこ
ろ、亡Ａの急死で被控訴人らの印鑑証明書等の書類作成のため延期されたものであ
る。）、翌一六日に本件土地の所有権移転登記を申請したものであつて、右の相続
開始時には、被控訴人らが法律上既収の売買代金を返還しなければならないような
事情にはなかつたものである。したがつて、本件売買の場合、土地について所有権



留保の特約が存すること及び所有権が留保されていることを理由にして、その相続
の対象を、売買契約の全く存しない単純な土地の相続の場合と同視し、単なる土地
（所有権）自体であるとするのは、、本件相続の実体にそぐわないのであつて、む
しろ、これを所有権留保付土地売買契約の売主たる地位―所有権留保によつて担保
された売買代金債権―の承継であると構成する方が、右遺産分割の実体に合致する
というべきである。
４　以上のような観点からすると、本件土地に関する相続関係は、所有権留保の特
約の存しない売買における売主側の相続の場合と結論的に異ならないこととなる。
なお、本件において相続財産に実際に加算されるべき右の売主たる地位の価額は、
右の売買代金四、五三九万七、〇〇〇円のうちすでに回収済となつて他の相続財産
に混入している一、六〇〇万円を控除した二、九三九万七、〇〇〇円となる。
二　譲渡所得税について
亡Ａが、生前本件土地の売買により売買代金債権（既収金を含む）を取得したこと
に伴い、所得税法上いわゆる譲渡所得が発生したといい得るかどうかはともかくと
して、課税庁である控訴人は、本件売買を所有権留保の特約のない通常の売買と認
定し、亡Ａに譲渡所得が発生したものとして、相続人である被控訴人らに対し、譲
渡所得税に関する課税処分を行ない同処分はその後取消されることなく出訴期間を
経過し、不可争的なものとして現に存する。しかる以上、課税庁たる控訴人として
は、被控訴人らに対する本件相続税の課税処分をなすに当り、右譲渡所得税を控除
するのは当然である（相続税法一四条二項）。
そこで、右譲渡所得税を控除すれば、控訴人主張に係る本件相続税は原処分のそれ
と全く同一となり、これを控除しないとすれば、相続税額は原処分を上廻る額とな
り、いずれにしても、原処分は適法である。
（被控訴人らの主張）
控訴人の主張は、要するに、本件相続税の対象になるのが本件土地であるか、それ
とも土地の売買代金債権であるかということに帰する。
１　しかし、本件の相続財産となるのは本件土地そのものであり、その評価は相続
税財産評価に関する基本通達の評価基準に定める路線価額によるべきである。わが
国では、右通達に従い、すべて路線価額によつて相続税を算出しているのであつ
て、この土地が過去に売買された土地であつても、現在売買が行われている土地で
あつても、また将来売買が予定されるであろう土地であろうとも、その取扱を区別
する根拠は全く存しない。
控訴人の主張は、相続人の負担の公平と軽減をはかることを目的とする右通達に明
らかに反する。
２　控訴人は被控訴人が相続によつて承継取得したものは売主としての地位そのも
のであるという。しかし、売主としての地位そのものが相続税の対象になるのでは
なく、そこに含まれる資産が相続税の対象になるのである。そして、本件で相続の
対象になるのは、本件土地そのものであつて、控訴人が主張するような売買代金債
権ではない。本件土地売買契約には、本件土地の所有権移転の時期を売買代金残金
支払のときとするという特約が存し、本件相続開始時には未だ残金が支払われてい
なかつたのであるから、本件土地の所有権は被相続人亡Ａにあり、これが遺産にな
るのである。
控訴人は、売買代金債権（未収金）が本件相続財産に属すると主張するが、本件土
地が相続財産に属するとする前提に立ちながら、さらに売買代金債権をも相続財産
に属すると主張するのは明らかに矛盾した主張である。
（証拠の関係）（省略）
○　理由
一　被控訴人ら主張の請求原因一及び二の事実は当事者間に争いがない。
二　そこで、被控訴人らに対する各再更正及び過少申告加算税の各賦課決定に被控
訴人ら主張の違法が存するかどうかについて判断する。
１　まず、本件土地の所有権が相続財産に属するかどうかについて判断するのに、
亡Ａは昭和四七年七月七日その所有の本件土地につきＣらとの間で代金四、五三九
万七、〇〇〇円で売買契約を締結したが、同契約においては、本件土地の所有権移
転の時期を売買代金の残金が支払われた時とする特約があり、右残金が支払われた
のは、昭和四七年一二月一五日であるため、同所有権は亡Ａが死亡した同年一一月
二五日当時にはいまだ買主側のＣらに移転しておらず、したがつて、本件土地は亡
Ａの遺産として同人の相続人である被控訴人ら及び亡Ａの妻訴外Ｄに承継されたも
のであると認めるのが相当であるところ、この点に関する認定、判断は、原判決二



一枚目裏四行目の次に改行して、「控訴人提出の乙第一一、第一二号証の各一、
二、同第一四号証、同第一六号証及び当審証人Ｅの証言も前掲甲第一号証及び原審
証人Ｆ、同Ｇの各証言ならびに原審における被控訴人Ｂ本人尋問の結果に照らして
措信できず、他に右認定を左右するに足りる証拠はない。」と付加するほかは、原
判決理由欄二２（一）、（二）の記載（原判決一七枚目表四行目から同二一枚目裏
六行目までと同じであるから、ここにこれを引用する。
したがつて、相続開始当時本件土地の所有権が買主側に移転していたことを前提と
する控訴人の主張は採用することができない。
２　次に、控訴人の当審における新たな主張について判断する。
（一）　控訴人は被控訴人らの相続財産は亡Ａが生前に締結した売買契約によつて
留保された土地所有者と右契約上のその余の権利義務が一体不可分となつて結合し
ているもの、換言すれば、本件土地に関する所有権留保付売買契約上の売主として
の地位ないし権利義務そのものであり、資産性の面からみれば、所有権留保によつ
て担保された売買代金債権であると主張し、被控訴人らは、課税対象となるのは本
件土地の所有権であると主張するので、この点について判断する。
前記引用にかかる原判決認定の事実によれば、本件土地売買契約は売買代金総額
四、五三九万七、〇〇〇円と定められ、右代金は、昭和四七年七月七日の契約当日
に手付金として六〇〇万円、同年九月三〇日に中間金として一、〇〇〇万円、残金
は同年一一月二五日限り所有権移転登記申請をするのと同時にそれぞれ支払う旨約
されていたものであつて、本件相続が開始した同年一一月二五日までには、右手付
金及び中間金は買主側から支払われたものであるが、Ａの急死による相続手続のた
め残金の支払及び所有権移転登記が前者は同年一二月一五日に、後者は翌一六日ま
で延期されたことが認められる。
（二）　そこで、右の認定事実によつて何を本件相続税の課税物件と解すべきかに
ついて考えてみるのに、なるほど亡Ａの共同相続人である被控訴人らが承継してい
る権利義務には、本件土地の売買契約上の売主としての地位に由来する残代金請求
債権が含まれているのであるが、本件のように売買代金の支払完了時に目的物件の
所有権が移転するという特約がある売買においては、代金未払の間は所有権が売主
に留保され、買主には移転しないのであるから、右所有権と対価関係にたつ売買代
金債権も確定的に売主に帰属するに至らないとみるのが相当である。ちなみに、本
件のような特約のない通常の売買においては、売買の成立と同時に、目的物件の所
有権は売主から買主に移転すると同時に売主は売買代金債権を取得し、これに伴つ
て、資産的価値も所有権が債権に転化するとみられるのであるが、本件のように所
有権留保の特約がある場合には、右のような法的及び経済的変動は代金支払の完了
時まで確定的には発生していないとみられるのである。
そうだとすれば、本件においては、相続開始時に代金の支払が完了していないこと
前記のとおりであるから、売買代金債権は確定的には被控訴人らに帰属せず、した
がつて、同債権を課税物件と解するのは相当でないものというべく、本件土地の所
有権をもつて課税物件と解すべきである。
控訴人は本件土地の売主としての地位そのものを課税対象とすべきである旨主張す
るが、右の地位には、債権、債務が混在するものであるから、これを直接課税物件
とすることは相当でなく、また、控訴人の主張は、結局のところ売買代金債権をも
つて課税物件とすべきであるということに帰着するものであることその主張に照ら
して明らかであるから、前記説示に照らして、右主張には到底左袒することができ
ない。
（三）　次に、本件土地の評価について検討する。
控訴人は、本件土地の評価は売買価格によるべきであると主張するのに対し、被控
訴人らは相続税財産評価に関する基本通達の評価基準が定める路線価額によるべき
であると主張する。
ところで、相続税法二二条は、相続財産の価格は特別に定める場合を除いて当該財
産の取得時における時価による旨定めているのみで、同法は土地の時価に関する評
価方法をなんら定めていないのである。そこで、国税庁において「相続税財産評価
に関する基本通達」を定め、その評価基準に従つて各税務署が統一的に土地の評価
をし、課税事務を行つていることは周知のとおりである。したがつて、右基準によ
らないことが正当として是認されうるような特別な事情がある場合は別として、原
則として右通達による基準に基づいて土地の評価を行うことが相続税の課税の公平
を期する所以であると考えられる。
そこで、本件について右通達の示す基準によらずに、取引価格をもつて評価するこ



とを正当視すべき特別の事情があるかどうかについて調べてみる。本件土地につい
ては、相続開始時における右通達の評価基準である路線価額は、二、〇一八万五、
四三八円であることが弁論の全趣旨によつて認められるのに対し、実際の取引価額
についてみると、相続開始時（昭和四七年一一月二五日）に近接した同年七月七日
における売買価額は四、五三九万七、〇〇〇円であり、しかも、相続開始時までに
内金一、六〇〇万円が支払われ、残代金は同年一二月一五日には完済されたこと前
記のとおりである。そして、成立に争いのない甲第一号証、当審証人Ｈの証言によ
つていずれも真正に成立したと認められる同第一八号証、第二〇、第二一号証の各
一、二、第二二号証、第二三号証の一、二ならびに弁論の全趣旨を綜合すれば、本
件土地の相続開始当時における客観的な取引価額は少なくとも前記売買価額を下ら
ないものと推認され、右認定を左右すべき証拠はない。
このように相続開始時における土地の評価額が取引価額によつて具体的に明らかに
なつており、しかも、被相続人もしくは相続人が相続に近接した時期に取引代金を
全額取得しているような場合において、その取引価額が客観的にも相当であると認
められ、しかも、それが通達による路線価額との間に著しい格差を生じているとき
には、右通達の基準により評価することは相続税法二二条の法意に照らし合理的と
はいえないというべきである。
してみれば、本件土地の評価については、前記取引価額をもつてすることが正当と
して是認しうる特別の事情があるというべきであり、したがつて、控訴人のこの点
に関する主張は理由があり、これに反する被控訴人らの主張は採用することができ
ない。
３　そこで、進んで、控訴人主張の被控訴人らに関する相続税の課税価格及びその
計算根拠について検討する。
（一）　被控訴人Ｂの相続税の課税価格について、原判決事実摘示の「被告の主
張」１の（一）の金額並びに同金額に同（二）の（１）ないし（４）及び同（五）
の（１）、（２）の各金額を加算し、同（三）の（２）の金額を減算すべきこと、
被控訴人Ｉ、同Ｊ及び同Ｋの相続税の課税価格について、「被告の主張」２ないし
４の各（一）の金額、被控訴人Ｌの相続税の課税価格について、「被告の主張」５
の（一）の金額及び同金額に生命保険契約に関する権利九万五、四八四円を加算す
べきことは、いずれも当事者間に争いがない。
（二）　本件土地について
本件土地が相続財産に属すること及びその時価については売買代金と同額の四、五
三九万七、〇〇〇円と評価すべきものであることについては前記説示のとおりであ
る。
しかし、亡Ａが相続開始当時本件土地の売買に関して、手付金及び内金として合計
金一、六〇〇万円を買主側から受領していたこと前記のとおりであり、右金員は相
続開始当時、現金、預金あるいはその他の相続財産に混入していることが弁論の全
趣旨から認められるので、本件土地の価額の計算に当つては、右手付金等の一、六
〇〇万円相当分は、本件土地の価値から離脱しているとみて、これを控除するのが
相当である（なお、右手付金等を未収金として相続債務に属するものと解すべきで
ないことは後記（三）のとおりである。）。
したがつて、本件土地は、その評価額である四、五三九万七、〇〇〇円から右一、
六〇〇万円を控除した二、九三九万七、〇〇〇円の価額を有するものとし、また、
被控訴人らの課税価格の算定に当つては、各相続分である各一五分の二に相当する
三九一万九、六〇〇円を被控訴人らの取得財産価額に加算するのが相当である。
（三）　未収金について
本件においては、売買代金債権を課税物件とすべきでないこと、さきに述べたとお
りであるから、売買残代金債権に当る未収金を相続財産として被控訴人らそれぞれ
の相続分相当額を被控訴人らの取消財産価額に加算すべき理由はない。
（四）　未払仲介料等について
本件相続開始時において本件売買に関する仲介料等四〇万〇、六〇〇円が未払の状
態にあつたこと及び更正にかかる被控訴人らの債務控除額にはいずれも右未払仲介
料等の額の相続分相当額が算入されていないことは当事者間に争いがない。
しかして、右未払仲介料等は亡Ａが本件土地の売買に関する必要経費として負つた
債務であるから、本件土地の所有権が特約により相続開始時に買主側に移転してい
たかどうかにかかわらず、相続債務に属すると解するのが相当である。
したがつて、右未払仲介料等について被控訴人らの各相続分相当額（五万三、四一
二円）を被控訴人らの債務控除額に加算すべきである。



（五）　未納譲渡所得税について
控訴人が本件土地売買による亡Ａの分離長期譲渡所得にかかる所得税と主張する六
一八万〇、九〇〇円の被控訴人ら各自の相続分相当額（八二万四、一二〇円）が更
正にかかる被控訴人らの債務控除額に算入されていないことは当事者間に争いがな
い。
しかして、右譲渡所得税は控訴人において本件土地の所有権が本件売買契約により
亡Ａの生前に買主に移転されたことを前提として課税処分を行つたものであること
は控訴人の自認するところである。しかし、譲渡所得に関する課税は、資産の値上
りによりその資産の所有者に帰属する増加益を所得として、その資産が所有者か
ら、他に移転するのを機会に、これを清算して課税するものであるから、本件売買
による土地の所有権移転が前記のとおり相続開始後であると認められる本件におい
ては、亡Ａに本件売買による譲渡所得があつたということはできないけれども、右
課税処分が出訴期間を経過し確定していることは被控訴人らの明らかに争わないと
ころであるから、右譲渡所得税額の被控訴人ら各自の相続分相当額（八二万四、一
二〇円）は、控訴人主張のとおり被控訴人らの債務控除額に加算するのが相当と解
される。
（六）　預り金について
更正にかかる被控訴人Ｂの債務控除額には、亡Ａが受領していた本件売買にかかる
手付金及び内金の合計額一、六〇〇万円がＣらからの預り金として同被控訴人が承
継負担するものとして算入されていたことは当事者間に争いがない。
しかしながら、右預り金とした金員は、前記認定のとおり、本件土地売買の手付金
及び内金として亡Ａが受領したものであり、しかも、右売買については、相続開始
当時解消されるような特段の事情があつたことを認めるべき証拠はなく、相続開始
後、被控訴人らが残代金を受領し、右手付金等も返還されろことなく右売買が完結
されたこと前記のとおりである。
右認定の事実によれば、右金員は相続開始当時、亡Ａが買主側に返還すべき預り金
債務としての性質を有するものと解するめは相当でないから、相続債務には属しな
いというべきであり、したがつて、右預り金の額は被控訴人Ｂの債務控除額から減
算すべきである。
以上の次第であるから、被控訴人Ｂの相続税の課税価格は、原判決事実摘示の第三
の二「被告の主張」１の（一）の金額二億〇、八一二万八、五一一円に、同（二）
の（１）ないし（４）及び同（五）の（１）、（２）の各金額の合計一、六四九万
二、〇二四円、前記（二）の三九一万九、六〇〇円、前記（六）の一、六〇〇万円
を加算し、右「被告の主張」１の（三）の（１）の二六九万一、三九一円、同
（２）の五〇〇万円、前記（四）の五万三、四一二円、前記（五）の八二万四、一
二〇円を減算した二億三、五九七万一、〇〇〇円（一、〇〇〇円未満切捨、以下同
様。）であり、被控訴人Ｉ、同Ｊ、同Ｋの相続税の各課税価格は、右「被告の主
張」２ないし４の各（一）の金額である二、一一四万〇、七一八円、一、九九〇万
西、六七二円及び二、三四四万九、八〇一円にそれぞれ、前記（二）の三九一万
九、六〇〇円を加算し、右「被告の主張」１の（三）の（１）の二六九万一、三九
一円、前記（四）の五万三、四一二円及び前記（五）の八二万四、一二〇円を減算
した二、一四九万一、〇〇〇円、二、〇二五万五、〇〇〇円及び二、三八〇万円で
あり、被控訴人Ｌの相続税の課税価格は、右「被告の主張」５の（一）の金額七〇
三万〇、〇八八円に、同二の九万五、四八四円及び前記（二）の三九一万九、六〇
〇円を加算し、右「被告の主張」１の（三）の（１）の二六九万一、三九一円、前
記（四）の五万三、四一二円及び前記（五）の八二万四、一二〇円を減算した七四
七万六、〇〇〇円である。
そうとすると、被控訴人らに関する相続税の各課税価格は控訴人の主張のとおり原
判決末尾添付の別表の各異議決定欄記載のとおりとなるから、控訴人の被控訴人ら
に対する各再更正及び過少申告加算税の各賦課決定（右異議決定により維持された
部分をいう。）には被控訴人ら主張の違法は存しないといわなければならない。
４　しからば、控訴人の被控訴人Ｂに対する再更正及び過少申告加算税の賦課決定
のうち課税価格二億一、九六二万円を超える部分の、同じく被控訴人Ｉ、同Ｊ、同
Ｋに対する各再更正のうち各更正の課税価格を超える部分及び過少申告加算税の各
賦課決定の、同じく被控訴人Ｌに対する再更正及び過少申告加算税の賦課決定のう
ち課税価格七一二万五、〇〇〇円を超える部分の各取消を求める各請求は、いずれ
も理由がないといわねばならない。
三　よつて、被控訴人らの各請求を認容した原判決は失当であるから、これを取消



し、右被控訴人らの各請求を棄却することとし、訴訟費用の負担について民訴法第
九六条、第八九条、第九三条を適用して主文のとおり判決する。
（裁判官　渡辺忠之　糟谷忠男　渡辺剛男）
(原裁判等の表示)
○　主文
１　被告が昭和四九年二月二八日付で原告Ｂに対してした相続税の再更正及び過少
中告加算税の賦課決定のうち課税価格二億一九六二万円を超える部分を取り消す。
２　被告が昭和四九年二月二八日付で原告Ｉに対してした相続税の再更正のうち更
正を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定を取グ消す。
３　被告が昭和四九年二月二八日付で原告Ｊに対してした相続税の再更正のうち更
正を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定を取り消す。
４　被告が昭和四九年二月二八日付で原告Ｋに対してした相続税の再更正のうち更
正を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定を取り消す。
５　被告が昭和四九年二月二八日付で原告Ｌに対してした相続税の再更正及び過少
申告加算税の賦課決定のうち課税価格七一二万五〇〇〇円を超える部分を取り消
す。
６　訴訟費用は被告の負担とする。
○　事実
第一　当事者の求めた裁判
一　原告ら
主文と同旨の判決
二　被告
１　原告らの請求をいずれも棄却する。
２　訴訟費用は原告らの負担とする。
との判決
第二　原告らの請求原因
一　原告らはいずれも亡Ａの子であるところ、同人が昭和四七年一一月二五日に死
亡したので、原告ら及び亡Ａの妻Ｄが相続人となつた。
二　右相続（以下「本件相続」という。）に係る相続税について原告らがした各申
告、原告らがした各更正の請求を認容して被告がした各更正、更に被告がした各再
更正及び過少申告加算税の各賦課決定、並びにこれを不服として原告らがした各異
議申立てに対して被告がした各異議決定の経緯は、別表記載のとおりである。
三　しかしながら、原告Ｂに対する右再更正（右異議決定により維持された部分を
いう。以下同様であり、その余の原告らに対する右各再更正についても同様であ
る。）のうち課税価格二億一九六二万円を超える部分、原告Ｉ、同Ｊ及び同Ｋに対
する右各再更正のうち各更正を超える部分、並びに原告Ｌに対する右再更正のうち
課税価格七一二万五〇〇〇円を超える部分は、いずれも原告らの相続税の課税価格
を過大に認定したもので違法である。また、右過少申告加算税の各賦課決定（右各
異議決定により維持された部分をいう。以下同様である。）のうち過大認定に係る
課税価格に対応する部分は、
いずれも右違法な各再更正を前提としてされたもので違法である。
よつて、原告Ｂは同原告に対する再更正及び過少申告加算税の賦課決定のうち課税
価格二億一九六二万円を超える部分の、原告Ｉ、同Ｊ及び同Ｋはそれぞれ同原告ら
に対する各再更正のうち各更正を超える部分及び過少申告加算税の各賦課決定の、
原告Ｌは同原告に対する再更正及び過少申告加算税の賦課決定のうち課税価格七一
二万五〇〇〇円を超える部分の各取消しを求める。
第三　請求原因に対する被告の認否及び主張
一　請求原因に対する認否
請求原因一及び二の事実は認めるが、同三の主張は争う。
二　被告の主張
原告らの相続税の課税価格及びその計算根拠は、次のとおりである。
１　原告Ｂ
（一）　更正に係る課税価格（端数計算前）　二億〇八一二万八五一一円
（二）　取得財産価額に加算すべきもの
（１）　練馬区＜地名略＞所在の家屋　　一四五万六〇〇〇円
（２）　＜地名略＞外所在の庭園設備　　一〇四万二八四四円
（３）　Ｂに対する預け金　　四七五万三一八〇円
（４）　Ｍに対する貸付金　　四〇万円



（５）　Ｃ外三名からの未収金　　三九一万九六〇〇円
後記７のとおりである。
（三）　取得財産価額から減算すべきもの
（１）　練馬区＜地名略＞所在の土地（以下「本件土地」という。）　　二六九万
一三九一円
後記６のとおりである。
（２）　Ｂに対する貸付金　　五〇〇万円
（四）　債務控除額に加算すべきもの
（１）　関文商事外一名に対する未払仲介料等　　五万三四一二円
後記８のとおりである。
（２）　未納所得税　　八二万四一二〇円
後記９のとおりである。
（五）　債務控除額から減算すべきもの
（１）　埼玉銀行練馬支店からの借入金　　三八四万円
（２）　練馬農協中村橋支店からの借入金　　五〇〇万円
（３）　Ｃらからの預り金　　一六〇〇万円
後記１０のとおりである。
（六）　したがつて、原告Ｂの相続税の課税価格は、（一）の金額に（二）の
（１）ないし（５）及び（五）の（１）ないし（３）の各金額を加算し、（三）の
（１）、（２）及び（四）の（１）、（２）の各金額を減算した二億三五九七万一
〇〇〇円（一〇〇〇円未満切捨て）どなるから、
同原告に対する再更正に違法はない。
２　原告Ｉ
（一）　更正に係る課税価格（端数計算前）　　二一一四万〇七一八円
（二）　右に加算、減算すべき金額は、１の（二）の（５）、（三）の（１）、
（四）の（１）、（２）と同じである。
したがつて、原告Ｉの相続税の課税価格は、二一四九万一〇〇〇円（一〇〇〇円未
満切捨て）となるから、同原告に対する再更正に違法はない。
３　原告Ｊ
（一）　更正に係る課税価格（端数計算前）　　一九九〇万四六七二円
（二）　右に加算、減算すべき金額は、１の（二）の（５）、（三）の（１）、
（四）の（１）、（２）と同じである。
したがつて、原告Ｊの相続税の課税価格は、二〇二五万五〇〇〇円（一〇〇〇円未
満切捨て）となるから、同原告に対する再更正に違法はない。
４　原告Ｋ
（一）　更正に係る課税価格（端数計算前）　　二三四四万九八〇一円
（二）　右に加算、減算すべき金額は、１の（二）の（５）、（三）の（１）、
（四）の（１）、（２）と同じである。
したがつて、原告Ｋの相続税の課税価格は、二三八〇万円（一〇〇〇円未満切捨
て）となるから、同原告に対する再更正に違法はない。
５　原告Ｌ
（一）　更正に係る課税価格（端数計算前）　　七〇三万〇〇八八円
（二）　右に加算、減算すべき金額は、取得財産価額に加算すべきものとして生命
保険契約に関する権利九万五四八四円を加算するほかは、１の（二）の（５）、
（三）の（１）、四の（１）、（２）と同じである。
したがつて、原告Ｌの相続税の課税価格は、七四七万六〇〇〇円（一〇〇〇円未満
切捨て）となるから、同原告に対する再更正に違法はない。
６　本件土地について
（一）　更正に係る原告らの取得財産価額には、いずれも本件土地の相続分（三分
の二を五分した一五分の二。以下、未収金、未払仲介料等、未納所得税についても
同じ。）の価額として本件土地の価額二〇一八万五四三八円の一五分の二に当たる
二六九万一三九一円が算入されていた。
（二）　しかしながら、本件土地は以下に述べるとおり本件相続財産に属しないの
で、原告らの取得財産価額からいずれも二六九万一三九一円を減算すべきである。
すなわち、
（１）　亡Ａは、同人所有の本件土地につき昭和四七年七月七日Ｃらとの間で、代
金四五三九万七〇〇〇円、同日手付金六〇〇万円、同年九月三〇日内金一〇〇〇万
円、同年一一月三〇日残金の各支払いを受ける旨の売買契約を締結した（以下「本



件売買」という。）が、右契約には特約条項として次のとおり定められていた。
（１）　買主は、本契約期間中該土地を任意分割し、他に転売した時はこの分割し
た土地の地目変更を行なう。又本契約期間中に所有権移転登記を行う時は、移転登
記を行う坪数に坪単価を乗じた価格を支払い精算し最終土地残金に充当することと
する。
（２）　本日より該物件に買主が宅地及道路を造成することを売主は承諾した。
（３）　中間金支払後買主が当該地上に建物を建築することを売主は承諾した。
（４）　公道面の道路敷分は売主の負担とする。
（５）　売主は道路指定許可に必要な書類と印鑑を提供し協力する。
（２）　右特約条項（２）、（３）及び（５）からすると、Ｃらは中間金を支払う
ことにより本件土地を使用収益するためその引渡しを受けることが合意されていた
ものであるところ、Ｃらは、右契約日に手付金六〇〇万円、同年九月三〇日に内金
（中間金）一〇〇〇万円を支払つているから、同日本件土地の引渡しを受けたもの
である。
（３）　そして、Ｃらは、同日本件土地を西武建設株式会社（以下「西武建設」と
いう。）に転売し、かつ、その引渡しをしたのであり、西武建設は、これにより前
記売買契約における買主の権利を譲り受け、同年一〇月二六日本件土地に建物を建
築するため練馬区長に対して建築確認申請をし、本件土地の中央部に道路を造成
し、同月一七日右道路につき建築基準法の規定による道路位置の指定を練馬区長に
対し申請し、同年一一月一三日に申請どおり道路位置の指定がされた。
（４）　ところで、本件土地は市街化区域内にある農地（畑）であるから、右土地
を農地以外のものにするためその所有権を移転する場合には農地法第五条第一項第
三号の規定による届出を経なければならないので、亡Ａ及び西武建設は、同年一〇
月七日本件土地につき東京都知事に対して、譲渡人を亡Ａ、譲受人を西武建設、転
用目的を住宅用地として農地法第五条第一項第三号の規定による届出をして、同月
二〇日受理された。
（５）　したがつて、本件土地の所有権は右届出の効力の生じた同日亡Ａから西武
建設へ移転したというべきであり、本件土地は本件相続財産に属しないものであ
る。
７　未収金について
本件相続開始時において本件売買代金のうち二九三九万七〇〇〇円が未収の状態に
あり、右未収金は本件相続財産に属するところ、更正に係る原告らの取得財産価額
にはいずれも右未収金の額の相続分相当額が算入されていない。
したがつて、原告らの取得財産価額にそれぞれ右未収金の原告らの相続分として右
未収金の額二九三九万七〇〇〇円の一五分の二に当たる三九一万九六〇〇円を加算
すべきである。
８　未払仲介料等について
本件相続開始時において本件売買に関する仲介料及び登記手数料（以下「仲介料
等」という。）四〇万〇六〇〇円が未払いの状態にあり、右未払仲介料等は本件相
続債務に属するところ、更正に係る原告らの債務控除額にはいずれも右未払仲介料
等の額の相続分相当額が算入されていない。
したがつて、原告らの債務控除額にそれぞれ右未払仲介料等の原告らの相続分とし
て右未払仲介料等の額四〇万〇六〇〇円の一五分の二に当たる五万三四一二円を加
算すべきである。
９　未納所得税について
本件売買による亡Ａの分離長期譲渡所得に係る所得税額は六一八万〇九〇〇円であ
り、右所得税債務は本件相続債務に属するところ、更正に係る原告らの債務控除額
にはいずれも右税額の相続分相当額が算入されていない。
したがつて、原告らの債務控除額にそれぞれ右所得税債務の原告らの相続分として
右税額六一八万〇九〇〇円の一五分の二に当たる八二万四一二〇円を加算すべきで
ある。
１０　預り金について
（一）　更正に係る原告Ｂの債務控除額には、亡Ａが受領していた本件売買に係る
手付金及び内金の合計額一六〇〇万円がＣらからの預り金として同原告が承継負担
するものとして算入されていた。
（二）　しかしながら、前記６に述べたように右金員は預り金ではなく本件相続債
務に属しないので、同原告の債務控除額から右一六〇〇万円を減算すべきである。
第四　被告の主張に対する原告らの認否及び反論



一　被告の主張に対する認否
ｌ被告の主張１のうち、（一）の金額並びに同金額に（二）の（１）ないし（４）
及び（五）の（１）、（２）の各金額を加算し、（三）の（２）の金額を減算すべ
きことは認めるが、その余は争う。
２　被告の主張２ないし４のうち、各（一）の金額は認めるが、その余は争う。
３　被告の主張５のうち、（一）の金額及び同金額に生命保険契約に関する権利九
万五四八四円を加算すべきことは認めるが、その余は争う。
４　被告の主張６の（一）の事実は認める。同（二）のうち、（１）の事実、
（２）のうちＣらが本件売買契約の日に手付金六〇〇万円、昭和四七年九月三〇日
に内金一〇〇〇万円を支払つた事実及び（４）の事実は認め、（２）のその余の事
実及び（３）のうちＣらが同日西武建設に本件土地の引渡しをし、西武建設が本件
土地の売買契約における買主の権利を譲り受けた事実は否認し、（３）のその余の
事実は知らない。（５）は争う。
５　被告の主張７のうち、本件相続開始時において本件売買代金のうち二九三九万
七〇〇〇円が未収の状態であつたこと及び更正に係る原告らの取得財産価額にはい
ずれも右未収金の額の相続分相当額が算入されていないことは認めるが、その余は
争う。
６　被告の主張８のうち、本件相続開始時において本件売買に関する仲介料等四〇
万〇六〇〇円が未払いの状態であつたこと及び更正に係る原告らの債務控除額には
いずれも右未払仲介料等の額の相続分相当額が算入されていないことは認めるが、
その余は争う。
７　被告の主張９のうち、被告が本件売買による亡Ａの分離長期譲渡所得に係る所
得税額と主張する六一八万〇九〇〇円の相続分相当額が更正に係る原告らの債務控
除額にいずれも算入されていないことは認めるが、その余は争う。
８　被告の主張１０の（一）の事実は認めるが、同（二）は争う。
二　原告らの反論
本件土地の所有権は本件相続開始時においていまだＣらに移転しておらず、原告ら
及びＤは本件相続により本件土地を取得したものである。そして、本件土地の所有
権がＣらに移転した時期は、亡ＡとＣらとの間の本件売買契約において定められて
いるとおり、売買代金の残金二九三九万七〇〇〇円が支払われて本件土地の引渡し
がされた昭和四七年一二月一五日である。
したがつて、本件土地は本件相続財産に属するし、本件相続開始時に未収であつた
本件売買代金二九三九万七〇〇〇円は本件相続財産に属しないし、本件売買に関す
る仲介料等四〇万〇六〇〇円は本件相続債務に属しないし、被告が本件売買による
亡Ａの分離長期譲渡所得に係る所得税額と主張する六一八万〇九〇〇円も本件相続
債務に属することはなく、亡ＡがＣらから受領していた本件売買に係る手付金及び
内金の合計額一六〇〇万円は預り金として本件相続債務に属するものというべきで
ある。
第五　原告らの反論に対する被告の認否
原告らの反論のうち、本件土地の売買代金の残金二九三九万七〇〇〇円が昭和四七
年一二月一五日に支払われたことは認めるが、その余は争う。
第六　証拠関係（省略）
○　理由
一　請求原因一及び二の事実は当事者間に争いがない。
二　そこで、原告らに対する各再更正及び過少申告加算税の各賦課決定に原告ら主
張の違法が存するか否かについて判断する。
１　原告Ｂの相続税の課税価格について、被告の主張１の（一）の金額並びに同金
額に同（二）の（１）ないし（４）及び同（五）の（１）、（２）の各金額を加算
し、同（三）の（２）の金額を減算すべきこと、原告Ｉ、同Ｊ及び同Ｋの相続税の
課税価格について、被告の主張２ないし４の各（一）の金額、原告Ｌの相続税の課
税価格について、被告の主張５の（一）の金額及び同金額に生命保険契約に関する
権利九万五四八四円を加算すべきことは、いずれも当事者間に争いがない。
２　本件土地について
（一）　被告の主張６の（一）の事実は当事者間に争いがない。
（二）　被告は、本件土地は本件相続財産に属しないと主張するのに対し、原告は
これを争うので、この点について判断する。
被告の主張６の（二）の（１）の事実及びＣらが本件売買契約の日に手付金六〇〇
万円、昭和四七年九月三〇日に内金一〇〇〇万円を支払つたことは当事者間に争い



がない。
そして、成立に争いのない甲第一号証、証人Ｆ及び同Ｇの各証言並びに原告Ｂ本人
尋問の結果を合わせると、本件売買契約において、残金は昭和四七年一一月三〇日
限り所有権移転登記の申請をすると同時に支払う旨、本件土地の引渡しは売買代金
の全額が支払われた時とする旨、本件土地の諸税公課及びその他の賦課金は取引期
日（すなわち、売買代金が完済され、所有権移転登記の申請及び本件土地の引渡し
がされるべき昭和四七年一一月三〇日）をもつて区分し精算する旨が約されている
こと、亡Ａは、当初本件土地を即金で売買することを欲していたが、本件土地が市
街化区域内にある農地であり（この点当事者間に争いがない。）、買主側が建売業
者であつて、本件土地を農地以外のものにするためその所有権を取得する場合であ
るので、農地法第五条第一項第三号の規定による届出を要し、また本件土地上に建
売住宅を建築するためには建築基準法上の道路位置の指定を受ける必要があること
から、それら手続に必要な期間をみて、前記のとおり売買残代金の支払期日を昭和
四七年一一月三〇日とし、同日所有権移転登記の申請及び本件土地の引渡しをする
こととしたこと、右のとおり本件売買取引の完結までに数か月を要することとなつ
たので、その間に前記のとおり内金（中間金）を支払うこととし、また建売業者で
ある買主側の要望によりその便宜を計り、売買取引の完結前においても宅地及び道
路の造成、建売住宅の建築及び売買等ができるようにするため前記のとおり特約条
項（（１）ないし（３）及び（５））を定めたことが認められ、右認定を覆すに足
りる証拠はない。
右認定の事実からすると、本件売買契約においては、本件土地の所有権移転の時期
を売買代金の残金が支払われた時（同時に所有権移転登記の申請及び本件土地の引
渡しがされることとされている。）とする旨の特約が存したと推認するのが相当で
ある。
そして、本件売買代金の残金二九三九万七〇〇〇円が支払われたのは昭和四七年一
二月一五日に至つてからであることは当事者間に争いがない（成立に争いのない乙
第九号証によれば、本件土地につき亡Ａから西武建設への所有権移転登記が同月一
六日受付でされていることが認められ、証人Ｎの証言及び原告Ｂ本人尋問の結果に
よれば、右のとおり売買残代金の支払い及び所有権移転登記の申請が遅れたのは、
亡Ａが同年一一月二五日に至り急死したため、亡Ａの相続人（原告ら及びＤ）の印
鑑証明書その他右所有権移転登記の申請に必要な書類を用意することなどに日時を
要したためであることが認められる。）。
そうすると、本件土地の所有権は、本件相続開始の時点までにはいまだ何人にも移
転しておらず、右所有権は亡Ａの遺産として本件相続により同人の相続人である原
告ら及びＤに承継され、同年一二月一五日に至り右相続人からＣらに移転したもの
というべきである（なお、前掲乙第九号証によれば、同月一六日受付の右所有権移
転登記は、原因同年一一月二四日売買、所有者西武建設としてされていることが認
められるが、証人Ｎの証言によれば、右登記の申請は、便宜上相続登記を経由する
ことなく、登記権利者西武建設（Ｃらからの本件土地の買受人であること後記のと
おりである。）、登記義務者亡Ａ相続人原告ら及びＤとし、同年一二月一五日右相
続人名義で作成された売渡証書を登記原因証書とし、司法書士Ｏを代理人としてさ
れたものであることが認められ、右登記は真実の所有権移転の過程を反映していな
いものというべきであるから、所有権の移転時期及びその当事者に関する前記認定
の妨げとはならない。）。
これに対し、被告は、本件土地の所有権は亡Ａ及び西武建設が昭和四七年一〇月七
日本件土地について東京都知事に対してした農地法第五条第一項第三号の規定によ
る届出が受理された同月二〇日に亡Ａから西武建設へ移転したと主張するところ、
本件土地が市街化区域内にある農地（畑）であること及び右主張の届出及び受理の
事実は当事者間に争いがない。しかしながら、亡ＡとＣらとの間の本件売買契約に
おいて本件土地の所有権移転時期について特約の存すること前記のとおりであるか
ら、被告の右主張は失当である。
被告は、特約条項（２）、（３）及び（５）からするとＣらは中間金を支払うこと
により本件土地の引渡しを受けることが合意されていたものであると主張するが、
右特約は建売業者である買主側の便宜を計つての措置であつたことは前記認定のと
おりであり、右特約条項は本件売買契約における本件土地の所有権移転の時期に関
する約定についての前記認定とは矛盾するものではなく、右特約条項をもつて被告
主張のような合意が存すると認めることはできず、また証人Ｐの証言も右認定を覆
えすに足りず、被告の右主張は失当である（また、証人Ｇ及び同Ｐの各証言により



成立の真正が認められる乙第八号証並びに右各証言によれば、Ｃらは昭和四七年九
月三〇日本件土地を西武建設に売り渡す旨の契約をしたことが認められ、前掲甲第
一号証によれば、右は本件売買契約において売主が了承しているところであるが、
亡Ａからの本件土地の買受人であるＣらが同土地を西武建設に売り渡す旨の契約を
するにつき、必ずしも亡Ａから所有権の移転を受けていることを要するものではな
いから、これをもつて本件土地の所有権移転の時期に関する前記認定を左右するこ
とはできない。）。
以上の次第であるから、本件土地は本件相続財産に属するものである。
（三）　したがつて、本件土地の価額の原告らそれぞれの相続分相当額は、これを
原告らの取得財産価額から減算すべきではない。
３　未収金について
本件相続開始時において本件売買代金のうち二九三九万七〇〇〇円が未収の状態に
あつたこと及び更正に係る原告らの取得財産価額にはいずれも右未収金の額の相続
分相当額が算入されていないことは当事者間に争いがない。
被告は、右未収金は本件相続財産に属すると主張するが、本件土地が本件相続財産
に属すること前記のとおりであるから、その売買代金である右未収金は相続開始時
にはいまだ被相続人の債権として確定していなかつたというべきであり、右未収金
は本件相続財産に属しない。
したがつて、右未収金の額の原告らそれぞれの相続分相当額を原告らの取得財産価
額に加算すべき理由はない。
４　未払仲介料等について
本件相続開始時において本件売買に関する仲介料等四〇万〇六〇〇円が未払いの状
態にあつたこと及び更正に係る原告らの債務控除額にはいずれも右未払仲介料等の
額の相続分相当額が算入されていないことは当事者間に争いがない。
被告は、右未払仲介料等は本件相続債務に属すると主張するが、本件相続開始時に
はいまだ本件売買契約による本件土地の所有権移転がなかつたこと前記認定のとお
りであるから、右未払仲介料等はいまだ被相続人の債務として確定していなかつた
というべきであり、右未払仲介料等は本件相続債務に属しない。
したがつて、右未払仲介料等の額の原告らそれぞれの相続分相当額を原告らの債務
控除額に加算すべき理由はない。
５　未納所得税について
被告が本件売買による亡Ａの分離長期譲渡所得に係る所得税額と主張する六一八万
〇九〇〇円の原告らそれぞれの相続分相当額が更正に係る原告らの債務控除額に算
入されていないことは当事者間に争いがない。
被告は、右所得税債務は本件相続債務に属すると主張するが、本件相続開始時には
いまだ本件売買契約による本件土地の所有権移転がなかつたこと前記認定のとおり
であるから、亡Ａに本件売買による譲渡所得があつたということはできない。
したがつて、右税額の原告らそれぞれの相続分相当額を原告らの債務控除額に加算
すべき理由はない。
６　預り金について
被告の主張１０の（一）の事実は当事者間に争いがない。
被告は、原告Ｂが預り金とした金員は本件相続債務に属しないと主張するが、本件
相続開始時にはいまだ本件売買契約による本件土地の所有権移転がなかつたこと前
記認定のとおりであるから、当時右金員はいまだ亡Ａに帰属することに確定してい
なかつたというべきであり、右金員はＣらからの預り金として本件相続債務に属す
るものである。
したがつて、右預り金の額を原告Ｂの債務控除額から減算すべき理由はない。
７　以上の次第であるから、原告Ｂの相続税の課税価格は、被告の主張１の（一）
の金額に同（二）の（１）ないし（４）及び同（五）の（１）、（２）の各金額を
加算し、同（三）の（２）の金額を減算した二億一九六二万円（一〇〇〇円未満切
捨て、以下この項において同じ。）であり、原告Ｉ、同Ｊ及び同Ｋの相続税の各課
税価格は、それぞれ被告の主張２ないし４の各（一）の金額である二一一四万円、
一九九〇万四〇〇〇円及び二三四四万九〇〇〇円であり、原告Ｌの相続税の課税価
格は、被告の主張５の（一）の金額に九万五四八四円を加算した七一二万五〇〇〇
円である。
８　したがつて、原告Ｂに対する再更正及び過少申告加算税の賦課決定のうち課税
価格二億一九六二万円を超える部分、原告Ｉ、同Ｊ及び同Ｋに対する各再更正のう
ち各更正を超える部分及び過少申告加算税の各賦課決定、並びに原告Ｌに対する再



更正及び過少申告加算税の賦課決定のうち課税価格七一二万五〇〇〇円を超える部
分は、いずれも違法であり、取消しを免れない。
三　よつて、原告らの本訴請求はいずれも理由があるからこれを認容することと
し、訴訟費用の負担について行政事件訴訟法第七条、民事訴訟法第八九条を適用し
て、主文のとおり判決する。


